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１．事業の概要
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発生の切迫性が高い大規模地震等から、背後住民の生命と財産を防護するとともに、
港内の静穏性を確保し、岸壁等の荷役稼働率向上を図ることを目的とする。

１）事業の目的

２）事業内容

事業期間：S58年度～H25年度
事 業 費：472億円
構成施設：防波堤

防波堤1,420m

撮影年月：H26.1

須崎港



１．事業の概要
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昭和南海地震津波被害状況（昭和21年）

チリ地震津波被害状況（昭和35年）出典：須崎市提供資料より作成

須崎港は、昭和36年のセメント工場の操業開始を契機に、工業港湾としての重要性が
高まり、昭和40年に重要港湾に指定され、石灰石、セメント等の臨海部立地企業の生産
活動を支えている。
リアス式海岸の形状をした天然の良港である反面、津波の影響を受けやすく、昭和南海
地震（昭和21年）、チリ地震（昭和35年）等、幾度となく大きな津波被害を受けていること
から、恒久的な津波対策として本事業に着手した。

津波の名称
（仮称を含む）

襲来日時 震源地 地震規模
高知県全体の

津波による
死者数

須崎市での
死者数

白鳳地震津波  684.11.29 室津沖 M8.4 不明 不明

康和地震津波 1099.2.22 〃 M8.0 不明 不明

正平地震津波 1361.8.3 〃 M8.4 不明 不明

慶長地震津波 1605.2.3 室戸岬沖 M7.9 1,000名以上 不明

宝永地震津波 1707.10.28 紀伊半島沖 M8.4 1,800名以上 400名以上 流出 432戸

全壊 95戸

半壊 401戸

流出 550戸

浸水 151戸

総数 1,197戸

全壊 198戸

半壊 563戸

流出 168戸

浸水 1,315戸

総数 2,244戸

全壊 17戸

半壊 35戸

流出 2戸

浸水 936戸

総数 990戸

不明

須崎市での
家屋被害

不明

不明

不明

安政地震津波 1854.12.24 〃 M8.4 370名以上 50名

0名

昭和南海地震津波
1946.12.21
（昭和21年）

〃 M8.0 670名 58名

チリ地震津波
1960.5.24

（昭和35年）
チリ沖 M8.5 0名

３）事業の経緯



２．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
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前回評価時の事業期間、事業費と実績

事業期間について、前回評価時に予定していた期間より早期に完了した。
事業費について、前回評価時に予定していた費用より微減で完了した。

前回評価
（H23d再評価）

今回評価
（H30d事後評価）

事業期間 S58年度～H26年度 S58年度～H25年度

事業費 474億円 472億円

１）事業期間、事業費の変化



高知県沖の太平洋では、年間約25隻の海難事故が発生するなど、荒天時において須崎
港内に避難する船舶は多数存在し、避難需要は高い。
防波堤の整備により、港内に船舶が安心して避難できる静穏な海域が確保された。

２．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
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２）施設の利用状況の変化

（１）船舶の避泊

＜荒天時の避難において安全性が向上＞

関係者へのヒアリング結果

・防波堤の整備により、荒天時において港内
への波浪の影響が小さくなり、安全に避泊
できるようになった。

撮影年月：H30.9

防波堤整備による荒天時の
港内静穏度が向上防波堤

整備前

67％

港内静穏度の向上

防波堤
整備後

88％

荒天時に避難している船舶

※港内静穏度・・・荷役限界波高（50㎝）を
超えない波高の時間的
発生確率



２．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
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須崎港背後には、日本最大の石灰石出荷量を誇る企業が立地しており、取扱量は
10,000千トン程度で推移している。
また、セメントの輸出量が全国第１位の企業も立地しており、取扱量は3,500千トン程度
で推移している。

石灰石の取扱量の推移

出典：港湾統計より作成

２）施設の利用状況の変化

（２）主要な港湾取扱貨物

＜港内静穏性の向上が企業活動を後押し＞

港湾利用者へのヒアリング結果

・防波堤の整備により、波浪による不荷役時間が減少し、安定した出荷が可能になった。
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須崎港

３．事業の効果の発現状況
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この差に地震発生確率を考慮して便益とする

本事業の整備により、南海地震が発生した場合、須崎市市街地における津波による浸
水被害を軽減することが可能となり、家屋等の資産に対する減災効果が期待できる。

浸水被害の軽減額：2,193億円

１）事業の投資効果
①津波による浸水被害の回避

被害大 被害小

Without時：背後地に浸水被害発生 With時：背後地の浸水被害軽減

須崎港背後地

浸水域

南海地震津波

須崎港
浸水域

南海地震津波

須崎港背後地

※防潮堤・・・費用対効果分析にのみ計上



須崎港

土佐湾沖

３．事業の効果の発現状況
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この差を便益とする

海難減少額：2,137億円

本事業の整備により、船舶が安全に避泊できることで、海難事故による損失を回避する
ことが可能となった。

被害発生！ 被害回避

１）事業の投資効果

②海難の減少

土佐湾沖避難

須崎港

Without時：荒天時避難できず被災 With時：須崎港に避難



須崎港

３．事業の効果の発現状況
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この差を便益とする

輸送コスト削減額：19億円

本事業の整備により、港内の静穏性が向上し、荷役可能時間が増加する。
その結果、荒天時における船舶の滞船が減少し、輸送コストを削減することが可能とな
った。

滞船発生
滞船回避

１）事業の投資効果

③係留施設の適正な機能発揮

沖待ち 荷役可能

須崎港

Without時：荒天時荷役できず滞船 With時：静穏度が向上し荷役可能



３．事業の効果の発現状況
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２）費用対効果分析

費用対効果分析の結果を下表に示す。

項 目 内 容

事業全体

総額（億円）
現在価値換算後

（億円）

便益（Ｂ）

津波による浸水被害の回避 2,193.3 1,120.1

海難の減少 2,136.9 1,117.0

係留施設の適正な機能発揮 18.9 9.9

その他便益 47.1 8.1

合 計 4,396.2 2,255.1

費用（Ｃ） 563.3 1,150.6

費用便益比（Ｂ／Ｃ） 2.0

純現在価値（ＮＰＶ） 1,104.4

経済的内部収益率（ＥＩＲＲ） 6.2％

注１）端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。

注２）費用には事業費（税抜き）以外に維持管理費が含まれる。

注３）現在価値換算後の値は、社会的割引率４％及びデフレータを考慮した基準年における現在価値の値。



３．事業の効果の発現状況
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３）前回評価との比較

前回評価（再評価H23d）からの変化を下表に示す。

項目
前回評価時

（基準年H23d）
今回評価時

（基準年H30d）
備考

（前回評価時からの変更点）

総費用（Ｃ）

797億円 1,151億円 ・事業費の変更、基準年の見直し

（474億円） （472億円）

総便益（Ｂ） 1,597億円 2,255億円 ・基準年の見直し等

費用便益比
（Ｂ／Ｃ）

2.0 2.0

注１）総費用には事業費（税抜き）以外に維持管理費が含まれる。

注１）なお、（ ）内は維持管理費を除く事業費（税込み）、防波堤整備費用のみ計上。

注２）総費用及び総便益は、社会的割引率４％及びデフレータを考慮した基準年における現在価値の値。



須崎市教職員向けの勉強会の開催
（児童への防災教育に繋がる）

防災キャンプの開催
（造波模型による津波の説明）
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４．事業実施による環境の変化

１）地域の防災意識の啓発

２）海上輸送の信頼性向上と企業の設備投資

防波堤整備により、港内の津波からの安全性が向上したことで、セメント企業がセメント
増産のための設備投資を行うとともに、それに伴う燃料等の調達増加を見込むなど、企
業活動の後押しとなっている。

防波堤を整備する中で、地元との関わり合いが深まった結果、勉強会及び防災イベント
の開催を求められるなど、地震・津波に対しての防災意識向上の一翼を担っている。



出典：「平成29年度 四国における生物共生を考慮した港湾整備手法検討業務 報告書」より

本防波堤の構造物の一部が、藻場造成の実証実験フィールドとしても活用されており、
海藻類の着生が確認されるなど、自然環境の創出に寄与している。

３）自然環境の創出
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４．事業実施による環境の変化

マクサ（H30.2）ワカメ（H30.2） カジメ（H30.2）

被覆ブロックの隙間に石材を投入 溝を掘った波消ブロックを海中に設置

被覆ブロック

被覆ブロック

石材を投入し
海藻類の着生を促す

消波ブロックに溝を掘り
海藻類の着生を促す



５．評価のまとめ
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１）今後の事業評価の必要性

３）同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

２）改善措置の必要性

須崎港湾口地区防波堤の完成により、津波により想定される浸水被害を軽減するととも
に、港内静穏度を確保することで、避泊水域の確保及び荷役可能時間の増加という防
波堤整備の目的に見合った効果が確認されていることから、今後の事業評価の必要性
はないと考える。

本事業において、同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性は
ないと考える。

事業目的に見合った効果が確認されていることから、改善措置の必要性はないと考える。


